
民間から国への職員の受入状況 

１ 受入状況の概要 

令和７年10月１日現在における、民間から国への職員の受入状況の概要は、以下のとお

りです。 

民間から国へ受け入れている者 （対前年増減）

（１）一定期間国家公務員に受け入れている者 5,720人 （＋198人） 

① 民間企業等 3,790人 （－  7人） 

② 上記①の「民間企業等」以外の民間 1,930人  （＋205人） 

（２）民間経験や専門能力等に着目して、期間を限らずに国家公務員に受け入れている者 

4,387人 （＋345人） 

（参考）合計（（１）＋（２）） 10,107人 （＋543人） 

表１ 民間から国への受入者数の推移（令和３年～令和７年）

（単位：人）

令和
３年 ４年 ５年 ６年 ７年

4,490 4,913 5,328 5,522 5,720

民間企業等から一定期間国家公務員に受け入れている者 3,245 3,507 3,687 3,797 3,790

民間企業等以外の民間から一定期間国家公務員に受け入れて
いる者

1,245 1,406 1,641 1,725 1,930

2,837 3,208 3,623 4,042 4,387

7,327 8,121 8,951 9,564 10,107

区分　  　年

一定期間国家公務員に受け入れている者

民間経験や専門能力等に着目して、期間を限らずに国家公務員
に受け入れている者

(参考）合計

本調査において、民間から国へ受け入れている職員とは、常勤職員・非常勤職員（審議会等

の委員を除く。）を問わず、以下①～③のいずれかに該当する者をいいます。 

① 民間企業等から一定期間国家公務員に受け入れている者

② 上記①の「民間企業等」以外の民間から一定期間国家公務員に受け入れている者

③ 民間経験や専門能力等に着目して、期間を限らずに国家公務員に受け入れている者

 

※各数値は、各府省等の最新の報告に基づいて集計しているため、過年度の公表資料と異なっている可能性があります。

＜本調査における用語等の解説＞ 

○ 民間：国、地方公共団体及び行政執行法人以外のもの

・民間企業等：民間企業、弁護士・公認会計士等及び大学教授等

・民間企業等以外の民間：行政執行法人以外の独立行政法人、公益法人等

○ 一定期間国家公務員に受け入れている者：常勤職員のうち、採用時において国家公務員として職務

に従事した後、受入前の民間組織・団体等へ復帰もしくは転職予定（転職先未定を含む）の者及び

非常勤職員

○ 期間を限らずに国家公務員に受け入れている者：常勤職員のうち、採用時において国家公務員とし

ての職務から復帰予定のない者

○ 推移表・図は各年10月１日現在の数

別 添
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図１ 民間から国への受入者数の推移（令和３年～令和７年） 
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２ 民間企業等、常勤職員・非常勤職員別の受入状況 

民間企業等から一定期間国家公務員に受け入れている者（１ページ１（１）①）につい

て、民間企業等の種類、常勤職員・非常勤職員別の受入状況は以下のとおりです。 

（対前年増減） 

民間企業等から一定期間国家公務員に受け入れている者 3,790人 （－ 7人） 

うち ① 民間企業 2,956人 （＋ 3人） 

うち常勤職員 1,914人 （－ 2人） 

うち非常勤職員 1,042人 （＋ 5人） 

② 弁護士・公認会計士等 674人 （＋16人） 

うち常勤職員 590人 （＋12人） 

うち非常勤職員 84人 （＋ 4人） 

③ 大学教授等 160人 （－26人） 

うち常勤職員 70人 （－26人） 

うち非常勤職員 90人 （＋ 0人） 

表２ 民間企業等、常勤職員・非常勤職員別受入者数の推移（令和３年～令和７年） 

（単位：人）

令和
３年 ４年 ５年 ６年 ７年

常勤 2,220 2,431 2,548 2,590 2,574

非常勤 1,025 1,076 1,139 1,207 1,216

常勤 1,591 1,752 1,865 1,916 1,914

非常勤 884 931 986 1,037 1,042

常勤 526 550 571 578 590

非常勤 64 67 73 80 84

常勤 103 129 112 96 70

非常勤 77 78 80 90 90
大学教授等

出身等　 　　年
受入後の身分

総数

民間企業

弁護士・
公認会計士等
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図２ 民間企業等、常勤職員・非常勤職員別受入者数の推移（令和３年～令和７年） 
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３ 民間企業からの業種別受入状況 

民間企業から一定期間国家公務員に受け入れている者（２ページ２①）及び出身企業の

主な業種別の状況は以下のとおりです。 
 

②  受入者の出身企業 

総数  1,384社 

うち サービス業 373社 

 製造業 316社 

 情報通信業 206社 

 金融・保険業 142社 

 建設業 80社 

 卸売・小売業 78社 

 その他 189社 

 
４ 制度別受入状況 

民間から一定期間国家公務員に受け入れている者（１ページ１（１））の制度別の受入

状況は以下のとおりです。 
                  （対前年増減） 

一定期間国家公務員に受け入れている者 5,720人 （＋198人） 

常勤職員 3,856人 （＋ 35人） 

うち ・一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律 2,211人 （＋ 49人） 

・一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例

に関する法律 

 

24人 （－ 43人） 

・国と民間企業との間の人事交流に関する法律 816人 （＋ 27人） 

・国家公務員法等に基づく選考採用等 805人 （＋  2人） 

非常勤職員 1,864人 （＋163人） 

①  受入者 

総数  2,956人 

うち  製造業 777人 

 サービス業 689人 

 金融・保険業 457人 

 情報通信業 356人 

 運輸・郵便業 190人 

 建設業 170人 

 その他 317人 

 
3



 

 

表３ 制度別受入者数の推移（令和３年～令和７年） 

（単位：人）

令和
３年 ４年 ５年 ６年 ７年

一定期間国家公務員に受け入れている者 4,490 4,913 5,328 5,522 5,720

常勤職員 3,226 3,552 3,744 3,821 3,856

一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する
法律 1,721 1,922 2,071 2,162 2,211

一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の
特例に関する法律 70 86 79 67 24

国と民間企業との間の人事交流に関する法律 581 696 750 789 816

国家公務員法等に基づく選考採用等 854 848 844 803 805

非常勤職員 1,264 1,361 1,584 1,701 1,864

　　　　　　　　　　　　　　　　　　年
常勤・非常勤、制度

 
 

 

 

図３ 制度別受入者数の推移（令和３年～令和７年） 
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５ 府省等別等受入状況 
 民間から国へ受け入れている者の府省等別等の受入状況については、別表１及び別表２

のとおりです。 
 

別表１：府省等、民間企業等、期間の有無、常勤職員・非常勤職員別 民間から国への職員

の受入状況 

別表２：府省等、民間企業別 民間企業から国へ一定期間受け入れている者の受入状況 
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(令和７年10月１日現在、単位：人)

一定期間国家公務員に受け入れている者

内 閣 官 房 271 173 153 69 84 17 4 13 3 0 3 66 32

内 閣 法 制 局 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

内 閣 府 351 289 259 64 195 23 15 8 7 2 5 51 11

宮 内 庁 3 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2

公 正 取 引 委 員 会 141 56 9 2 7 44 43 1 3 0 3 3 82

警 察 庁 15 10 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 5

個人情報保護委員会 56 26 14 11 3 12 11 1 0 0 0 4 26

カ ジ ノ 管 理 委 員 会 11 2 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 9

金 融 庁 456 323 166 126 40 147 144 3 10 1 9 39 94

消 費 者 庁 105 78 48 37 11 28 28 0 2 2 0 12 15

こ ど も 家 庭 庁 88 43 36 28 8 4 3 1 3 1 2 34 11

デ ジ タ ル 庁 711 235 213 43 170 13 1 12 9 0 9 460 16

復 興 庁 15 9 8 0 8 1 0 1 0 0 0 6 0

総 務 省 156 91 77 45 32 12 12 0 2 2 0 11 54

公 害 等 調 整 委 員 会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

法 務 省 764 49 2 0 2 33 19 14 14 3 11 23 692

外 務 省 691 246 223 206 17 20 20 0 3 3 0 244 201

財 務 省 982 175 84 42 42 89 84 5 2 2 0 16 791

文 部 科 学 省 161 89 55 28 27 8 7 1 26 9 17 39 33

厚 生 労 働 省 768 207 157 153 4 18 18 0 32 28 4 345 216

農 林 水 産 省 792 89 81 41 40 7 6 1 1 1 0 193 510

経 済 産 業 省 938 661 481 377 104 170 155 15 10 9 1 90 187

国 土 交 通 省 1,619 400 382 306 76 13 11 2 5 0 5 139 1080

環 境 省 907 466 452 297 155 5 5 0 9 5 4 141 300

防 衛 省 50 37 26 14 12 2 2 0 9 1 8 13 0

会 計 検 査 院 42 27 11 6 5 7 1 6 9 0 9 1 14

人 事 院 14 8 7 7 0 0 0 0 1 1 0 0 6

計 10,107 3,790 2,956※ 1,914 1,042 674 590 84 160 70 90 1,930 4,387

※　受入部局及び民間企業の内訳は、別表２に記載。

弁護士・公
認会計士等

大学教授等
常勤 非常勤 常勤 非常勤

別表１　府省等、民間企業等、期間の有無、常勤職員・非常勤職員別 民間から国への職員の受入状況

総　　数

期間を限らず
に国家公務員
に受け入れて

いる者

民間企業等
から受け入
れている者

左記以外の民
間から受け入
れている者民間企業

常勤 非常勤

区 分区 分

府 省 等

区 分区 分

府 省 等
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（令和７年10月１日現在）

合計 2,956

153

内閣総務官室 3 ＦＷＤ生命保険,カイテク,日本電気

内閣官房副長官補付 35 ＪＴＢ，ＫＤＤＩ，ＮＴＴドコモ，ＮＴＴ西日本，ＮＴＴ東日本，ＰＨＣホー
ルディングス，アクセンチュア，オリンパス，キヤノンメディカルシステム
ズ，グロービス，ジャルパック，セブン－イレブン・ジャパン，テルモ，デロ
イトトーマツコンサルティング，デンソー，ヤマハ発動機，あいおいニッセイ
同和損害保険（２），みずほリサーチ＆テクノロジーズ，近畿日本ツーリス
ト，国際協力銀行，塩野義製薬，常陽銀行，信金中央金庫，電通，東武トップ
ツアーズ，日本電気（２），日本政策投資銀行，日本郵政，日本郵便（２），
東日本旅客鉄道（２），三井住友銀行

内閣広報室 11 ＪＣＯＭ，ウェブスタッフ，クリーク・アンド・リバー社，フロンティアイン
ターナショナル，マッキンゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッ
ド・ジャパン，西武・プリンスホテルズワールドワイド，電通，日本電気，日
本空港ビルデング，富士フイルム，三井住友海上火災保険

内閣情報調査室 38 ＥＳＲＩジャパン，ＮＥＣネッツエスアイ，ＷＯＷＯＷ，エスシーシー，ニコ
ン，レイエントシステム，宇宙技術開発（４），東芝，日鉄ソリューション
ズ，日本電気（８），日本レコードマネジメント，日立アドバンストシステム
ズ（３），広島銀行，三菱重工業，三菱電機（７），三菱電機エンジニアリン
グ，三菱電機ソフトウエア，三菱電機ディフェンス＆スペーステクノロジーズ
（２），三菱プレシジョン

国家サイバー統括室 63 ＥＹストラテジー・アンド・コンサルティング，ＫＤＤＩ（２），ＮＲＩセ
キュアテクノロジーズ，ＮＴＴデータグループ，ＮＴＴテクノクロス，ＮＴＴ
ドコモビジネス，ＮＴＴ西日本，ＳＣＳＫセキュリティ，ＳＧホールディング
ス，ＴＯＰＰＡＮ，インターネットイニシアティブ（２），インテリジェント
ウェイブ，エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ（２），シスコシステム
ズ，セコム，ソニー生命保険，ソフトバンク，トレンドマイクロ，ネットワン
システムズ，ラック（３），みずほフィナンシャルグループ，網屋，沖電気工
業，川島織物セルコン，九州電力，情報通信総合研究所，綜合警備保障，大日
本印刷，電算システム，東京電力パワーグリッド，西日本電信電話，日本電気
（４），日本電信電話，日本アイ・ビー・エム（３），日本オラクル，日本生
命保険，八十二銀行，八十二システム開発，日立システムズ（２），日立製作
所，日立ソリューションズ，富士通（５），三井住友海上火災保険，三井住友
銀行，三菱ＵＦＪ銀行（２），三菱総研ＤＣＳ，三菱電機

内閣人事局 2 エーザイ,パーソルキャリア

内閣感染症危機管理統括庁 1 ＭｅｉｊｉＳｅｉｋａファルマ

259

大臣官房 6 ＮＥＣネクサソリューションズ，ケアネット，マリオットインターナショナ
ル，リシュモンジャパン，商船三井，東日本旅客鉄道

政策統括官（経済財政運営担当） 2 ヴィクトリア，サントリーホールディングス

政策統括官（経済社会システム担当） 25 ＫＤＤＩ（２），ＮＴＴ東日本，スギ薬局，セブン－イレブン・ジャパン，デ
ロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー，ローソン，みずほ銀行，関
西電力，積水化学工業，損害保険ジャパン，大和証券，武田薬品工業，西日本
旅客鉄道，日本調剤，野村證券，東日本旅客鉄道，富士通，前田建設工業，三
井住友海上火災保険，三井住友銀行，三井住友信託銀行，民間資金等活用事業
推進機構，明治安田生命保険，山口フィナンシャルグループ

政策統括官（経済財政分析担当） 10 マツダ，リコー，損害保険ジャパン，大和総研，日本政策投資銀行，三井住友
銀行，三井住友信託銀行，三菱ＵＦＪ信託銀行，三菱電機，琉球銀行

政策統括官（防災担当） 28 ＩＨＩインフラシステム，ＮＴＴデータ，アーキビジョン・ホールディング
ス，アイ・ディー・エー，アンシンク，サカイ引越センター，ダイナックス都
市環境研究所，デロイトトーマツコンサルティング，ネクストサポート，パス
コ，パナソニックコネクト，パブリックサービス，ヤンマーエネルギーシステ
ム，あいおいニッセイ同和損害保険，出光興産，小田急エンジニアリング，国
際航業，国際電気，総合防災ソリューション，大和ハウス工業，東京海上日動
火災保険，東北電力，日本電気，富士通，富士フイルムシステムサービス，三
井住友銀行，三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング，明電舎

政策統括官（原子力防災担当） 3 中部電力，日本原子力発電，北陸電力

政策統括官（共生・共助担当） 7 ＪＴＢパブリッシング，エヌ・ティ・ティ・コムウェア，ソニー，タキヒ
ヨー，京セラコミュニケーションシステム，日本生命保険，日立ジョンソンコ
ントロールズ空調

政策統括官（重要土地担当） 2 ＥＳＲＩジャパン，関西電力

政策統括官（経済安全保障担当） 2 日本電気，三菱電機

内閣府

別表２　府省等，民間企業別 民間企業から国へ一定期間受け入れている者の受入状況

府省等　　　　　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

内閣官房
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府省等　　　　　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

内閣府
（続き）

男女共同参画局 16 ＪＴＢ，ＳＢＩ新生銀行，ＳＭＢＣ日興証券，アフラック生命保険，エクサ
ウィザーズ，セブン－イレブン・ジャパン，ソースネクスト，安藤・間，小田
急百貨店，積水ハウス，大和アセットマネジメント，電通プロモーションプラ
ス，日本生命保険，博報堂，東日本旅客鉄道，三菱ＵＦＪ銀行

食品安全委員会事務局 2 イオントップバリュ，日清食品

公益認定等委員会事務局 38 ＡＩＧ損害保険（６），ＪＥＭ，ＲＥＡＤＹＦＯＲ，キヤノンＩＴソリュー
ションズ，キヤノンシステムアンドサポート，キヤノンマーケティングジャパ
ン（５），ジャパンマリンユナイテッド，ソニー，ニチレイ，ファミリーマー
ト，フィランソロピー・アドバイザーズ，あいおいニッセイ同和損害保険
（２），みずほ銀行（９），みずほ信託銀行，日本電気（３），日本たばこ産
業，三井住友信託銀行，三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券

消費者委員会事務局 6 アフラック生命保険，りそな銀行，朝日生命保険，日清製粉グループ本社，明
治安田生命保険，楽天グループ

経済社会総合研究所 4 アコム，パナソニック，小松製作所，三井住友海上火災保険

地方創生推進事務局 14 ＪＴＢ，ＴＯＰＰＡＮデジタル，ジョルダン，あいおいニッセイ同和損害保
険，大阪瓦斯，関西電力，西武リアルティソリューションズ，東武トップツ
アーズ，西日本電信電話，日本生命保険，野村證券，東日本旅客鉄道，三井住
友海上火災保険，三井住友信託銀行

知的財産戦略推進事務局 10 ＡＮＡＸ，ＴＯＰＰＡＮホールディングス，オムロン，ジェイアール東海ツ
アーズ，デンソー，パナソニック，ブリヂストン，講談社，富士通，村田製作
所

科学技術・イノベーション推進事務局 58 ＥＮＥＯＳ，ＩＨＩ（３），Ｊ－オイルミルズ，ＫＤＤＩ，ＴＯＰＰＡＮホー
ルディングス（２），オリエンタルコンサルタンツ，キヤノン（２），キリン
ホールディングス，クボタ，ダイキン工業，デンソー，パシフィックコンサル
タンツ（２），パスコ，パナソニックホールディングス，ブリヂストン，リ
コー（２），旭化成，川崎重工業，島津製作所，清水建設，住友化学（２），
住友商事（２），住友電気工業，大日本ダイヤコンサルタント，中外製薬，東
急建設，東京海上日動火災保険，東京電力ホールディングス，東芝（２），東
芝デジタルソリューションズ，東レ（２），日清食品ホールディングス，日本
電気（３），日本電信電話，日本信号，日立製作所，富士通（２），富士フイ
ルム，三井物産，三菱重工業（２），三菱電機（３），矢崎総業

健康・医療戦略推進事務局 9 エーザイ，シミック，トレンドマイクロ，ラック，住友ファーマ，第一三共，
武田薬品工業，日本電信電話，三井住友海上あいおい生命保険

宇宙開発戦略推進事務局 1 全日空商事

総合海洋政策推進事務局 8 ＪＴＢパブリッシング，エアロトヨタ，ニッスイ，いであ，日本郵船，防災都
市計画研究所，三菱商事，三菱総合研究所

日本学術会議事務局 2 スリーエムジャパンイノベーション，日本電気

官民人材交流センター 5 エヌ・ティ・ティ・コムウェア，コクヨ，ヒューマンリソシア，リクルートス
タッフィング，東急エージェンシー

沖縄総合事務局 1 琉球海運

1

長官官房 1 全日本空輸

9

官房 1 セレネイル

経済取引局 8 ＧＭＯサイバーセキュリティｂｙイエラエ，Ｌｏｘａｒｃ，Ｗｏｒｌｄｇｏ，
コトバデザイン，ジョインポイントテック，セールスフォース・ジャパン，デ
ジサート・ジャパン，構造計画研究所

警察庁 10

長官官房 2 ＳＨＩＦＴ，日本アイ・ビー・エム

刑事局 1 みずほ銀行

交通局 1 東海旅客鉄道

サイバー警察局 6 ＮＴＴデータ，ＮＴＴデータグループ，セコム，東海旅客鉄道，日本電気，三
井住友銀行

個人情報保護委員会 14

事務局 14 トヨタファイナンス，ヒロケイ，ルネサスエレクトロニクス，秋田銀行，東急
百貨店，東芝，日本アイ・ビー・エム，日立製作所，富士通，富士通Ｊａｐａ
ｎ，三井住友海上火災保険，三菱ＵＦＪ銀行，三菱ＵＦＪニコス（２）

カジノ管理委員会 1

事務局 1 ＳＭＢＣ日興証券

宮内庁

公正取引委員会
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府省等　　　　　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

166

総合政策局 124 ＡＬＤＵＳ情報，ＡＬＳＯＫ，ＢＩＰＲＯＧＹ，ＣＬＳ　ＵＫ　Ｉｎｔｅｒｍ
ｅｄｉａｔｅ　Ｈｏｌｄｉｎｇｓ,ＥＹストラテジー・アンド・コンサルティン
グ（３），ＪＰモルガン証券，ＫＰＭＧコンサルティング（２），ＮＴＴデー
タ，ＮＴＴドコモ，ＱＵＩＣＫ，ＳＣＳＫ，ＳＭＢＣ日興証券（４），ＴＩ
Ｓ，アビームコンサルティング，アフラック・インターナショナル・インコー
ポレーテッド，アフラック生命保険（２），エヌ・ティ・ティ・データ経営研
究所（２），オリエントコーポレーション，オリックス生命保険，クレアブ，
ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント，ゴコー電工，ソシエテ・
ジェネラル証券，ソニー，ソニー銀行，チューリッヒ保険会社，ディー・エ
ヌ・エー，デロイトトーマツリスクアドバイザリー（３），ファイナンスプリ
ント，ブラックロック・ジャパン，プロティビティ（２），メンタルシンクタ
ンク，モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券，リクルート，リスク計測テクノロ
ジーズ，ルートエフ，お金のデザイン，かんぽ生命保険，みずほ銀行（７），
みずほフィナンシャルグループ（４），ゆうちょ銀行（２），りそな銀行
（２），りそなホールディングス，浅井太郎事務所，朝日生命保険，上田八木
短資，京葉銀行，七十七銀行，十六銀行（２），信金中央金庫，住友生命保険
（２），損害保険ジャパン（２），大同火災海上保険，大和証券（３），大和
総研，千葉銀行，電通，東京金融取引所，日興アセットマネジメント，日鉄ソ
リューションズ，日本電気（２），日本アイ・ビー・エム，日本航空，日本生
命保険（３），農林中央金庫，野村證券，野村総合研究所（４），浜銀総合研
究所，日立システムズ，日立製作所（２），福岡銀行，福銀不動産調査，富士
通，三井住友銀行（２），三井住友信託銀行（３），三菱総合研究所，三菱Ｕ
ＦＪ銀行（７），三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券，明治安田生命保険
（２），横浜銀行

企画市場局 5 東京証券取引所（２），日本政策投資銀行，三井住友トラスト・アセットマネ
ジメント，三菱ＵＦＪ信託銀行

監督局 22 ＪＰモルガン証券，ソニー生命保険，デロイトトーマツファイナンシャルアド
バイザリー，みずほフィナンシャルグループ，伊予銀行，静岡銀行，商工組合
中央金庫，住友生命保険，損害保険ジャパン，第一生命保険，大和総研，多摩
信用金庫，中国銀行，東京海上日動火災保険，日本政策金融公庫（２），野村
證券，野村総合研究所，野村ホールディングス，肥後銀行，北門信用金庫，三
菱自動車工業

証券取引等監視委員会事務局 15 ＢＩＰＲＯＧＹ，ＦＷＤ生命保険，デロイトトーマツリスクアドバイザリー，
ナカノフドー建設，みずほ銀行，みずほ証券，みずほフィナンシャルグルー
プ，岡三証券，商工中金情報システム，綜合警備保障，第一生命保険，東京証
券取引所，日本取引所グループ，三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券，山形
銀行

消費者庁 48 ＥＹストラテジーアンドコンサルティング，Ｇ‐ｇｅｎ，ＬＩＸＩＬ，ＹＳＬ
ソリューション，アールピーエム，アイエックス・ナレッジ，アサヒグループ
食品，アサヒビール，オリエント，オリンパスマーケティング，サノフィ，サ
ントリー食品インターナショナル，ジョンソン・エンド・ジョンソン，スズケ
ン，タビニ，テクノ・スタッフ，ニチレイフーズ，ノーベルファーマ，ハウス
食品，フジモトＨＤ，ミアヘルサ，ライオン，ライフコーポレーション，リ
コー，味の素，伊藤ハム米久ホールディングス，大塚製薬，大塚メディカルデ
バイス，北の達人コーポレーション，協和キリン，塩野義製薬，住友生命保
険，生活品質科学研究所，第一三共，第一生命保険，中外製薬，電通，日清食
品ホールディングス，日清製粉グループ本社，日本シノプシス，日本ハム，日
本アイ・ビー・エム，野村證券，日立製作所，三越伊勢丹，明治，明治安田生
命保険，横河電機

36

長官官房　 24 ＡｉＣＡＮ，ＪＴＢパブリッシング，ＴＯＰＰＡＮ，キズキ，キヤノン，コド
モン，シミック，トヨタ自動車，バーニーズジャパン，リクルート，ワーク・
ライフバランス，ゆうかり，岩手インフォメーション・テクノロジー，電通
（２），日本マクドナルド，博報堂，東日本電信電話，日立製作所，富士通
（２），富士通Ｊａｐａｎ，富士通ディフェンス＆ナショナルセキュリティ，
三井住友海上火災保険

成育局 7 ＰｗＣコンサルティング，パソナフォスター，ヤンセンファーマ，中央労働金
庫，日本航空（２），富士通

支援局 5 ＡＬＳＯＫ，キャンサースキャン，プロッド・イクス，同文書院，三菱ＵＦＪ
リサーチ＆コンサルティング

金融庁

こども家庭庁
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府省等　　　　　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

デジタル庁

イス，メディアジーン，メルカリ（４），モノサス，ユニバーサルワークス，
ラクスル，ラック，ラング・エッジ，リクルート（５），リベラ（４），ルー
トツー，ロフトワーク，あいおいニッセイ同和損害保険，さくらインターネッ
ト，みずほフィナンシャルグループ，尼崎信用金庫，伊藤忠商事，伊藤忠テク
ノソリューションズ，内田洋行（２），学研ココファン，九州電力，教育と探
求社，昭文社ホールディングス，住友商事，損害保険ジャパン，第一生命保
険，大東建託，大同生命保険，大日本印刷，大和総研，竹中工務店，中部電力
パワーグリッド，電算，東芝，日鉄ソリューションズ，日本通信，日本電気
（５），日本アイ・ビー・エム（２），日本マイクロソフト（２），日本郵
便，沼津信用金庫，野村證券，野村総合研究所，博報堂，東日本旅客鉄道
（２），日立システムズ，兵庫ベンダ工業，福岡銀行，富士ソフト（２），富
士通（３），富士通Ｊａｐａｎ，富士フイルムシステムサービス，富士フイル
ムビジネスイノベーション，北海道テレビ放送，本田技研工業，三井住友海上
火災保険（２），三井住友銀行，三井住友信託銀行，三菱ＵＦＪ銀行，三菱Ｕ
ＦＪフィナンシャル・グループ，三菱重工業，横浜銀行，両毛システムズ

8

本庁 8 ＪＴＢ，アルプスアルパイン，ソフトバンク，ヤマト運輸，城南信用金庫，仙
台三越，東レ，日本航空

213 Ａ１０ネットワークス，ＡＧＥＳＴ，ＡＫＫＯＤＩＳコンサルティング，ＡＬ
ＳＯＫ，ＢＩＰＲＯＧＹ（２），ｂｉｔＦｌｙｅｒ，ＢＲＥＡＳＴＯ，ＣＯＩ
Ｌｓ，ＣｒｕｓｈＯｎ，ＤＢＪ証券，ＤＢＪデジタルソリューションズ，Ｄｉ
ｒｂａｔｏ，ＥＳＲＩジャパン，ＥｘｔｒｅｍｅＮｅｔｗｏｒｋｓ，ＦＦＲＩ
セキュリティ，ＦＩＸＥＲ，ＧａｋｋｅｎＬＸ，Ｇｃｏｍホールディングス，
ＧＭＯペパボ，ＩＨＩ，ＩＮＦＯＲＩＣＨ，ｉｓｐｅｃ，ＪａｐａｎＤｉｇｉ
ｔａｌＤｅｓｉｇｎ，ＪＳＯＬ，ＪＴＢ，ＫＤＤＩ（２），ＬａｙｅｒＸ，Ｌ
ＩＮＥヤフー（４），ＮＥＣソリューションイノベータ，ＮＴＴＰＣコミュニ
ケーションズ，ＮＴＴコミュニケーションズ，ＮＴＴデータ（５），ＮＴＴ
データＳＭＳ，ＮＴＴドコモ，ＮＴＴドコモビジネス，ＮＴＴ西日本（２），
ＮＴＴ東日本（３），Ｒｉｄｇｅｌｉｎｅｚ，ＲＫＫＣＳ，ＳＢテクノロジー
（２），ＴｅｃｈＦｕｓｉｏｎ，ＴＩＳ（２），ＴＫＣ（２），ｔｒｕｅｓｔ
ａｒ，Ｕｂｉｅ，ＵｉＰａｔｈ，ＵＬＡＣｏｎｓｕｌｔｉｎｇ，ＷｏｒｋｓＨ
ｕｍａｎＩｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ，ｙａｔｈａｒＭｙａｎｍａｒＣｏ．，Ｌ
ｔｄ．，ＦＬＳビジネス総合研究所，インターネットプライバシー研究所，
アーキテクタス，アイコム，アイネス，アサヒビール，アフラック生命保険，
アンビエントインテリジェンス，イオンフィナンシャルサービス，イタンジ，
イルグルム，インターネットイニシアティブ，インターフュージョン・コンサ
ルティング，ヴィスコ・テクノロジーズ，ヴェールコンサルティング，エイト
ノート，エーフロンティア，エスユーエス，エッグフォワード，エッジプラ
ス，エルプラス，オービックビジネスコンサルタント，ギークフィード，キャ
ンサースキャン，クックパッド，グッドパッチ（２），クラウドエース，クラ
スメソッド，グリー，ケイビズ，コードタクト，サーバーワークス，ジーシー
シー，シーリス，ジェイエイシーリクルートメント，ジェーシービー，ジオ・
サーチ，シスコシステムズ，シストリー，セコム，ソフトバンク，テクバン
（３），デロイトトーマツコンサルティング（２），デロイトトーマツファイ
ナンシャルアドバイザリー（３），デンソー，トラント，パナソニックコネク
ト，パナソニックソリューションテクノロジー，パロンゴ，ビービット，フォ
ルテ，フューチャー，フラットベース，フリー，ベイカレント・コンサルティ
ング，ヘッジホッグスタジオ，ベネフィット・ワン，ベルファース，ベルフェ

復興庁
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府省等　　　　　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

77

大臣官房 6 ＮＴＴデータ，ＳＢＩホールディングス，ＵＬＡＣｏｎｓｕｌｔｉｎｇ，アー
キテクタス，ソフトバンク，三菱総合研究所

行政管理局 3 ＳＡＰジャパン，シスコシステムズ，ソシオメディア

自治行政局 3 チェンジホールディングス，日本電気，日本郵便

自治財政局 1 ＳＢＩ新生銀行

国際戦略局 14 ＪＴＢ，ＮＴＴドコモ，オプテージ，シャープ，デロイトトーマツスペースア
ンドセキュリティ，フジクラ，秋田ケーブルテレビ，沖電気工業，九州電力，
構造計画研究所，住友商事，日本アンテナ，日本電気，三井住友銀行

情報流通行政局 11 ＫＤＤＩ，ＳＭＢＣ日興証券，アフラック生命保険，イッツ・コミュニケー
ションズ，ディー・エヌ・エー，構造計画研究所，住友電気工業，大日本印
刷，椿本チエイン，電通，日本アンテナ

総合通信基盤局 7 トヨタ自動車，ニューライム，九州電力，綜合警備保障，東海旅客鉄道，西日
本旅客鉄道，三菱電機

政策統括官 4 ＭＨＩソリューションテクノロジーズ，ＮＴＴデータ・アイ，日本格付研究
所，三井住友海上火災保険

サイバーセキュリティ統括官 13 ＧＭＯサイバーセキュリティｂｙイエラエ，ＪＣＯＭ，ＫＤＤＩ，ＮＴＴドコ
モ，ＳＢテクノロジー，ケイビズ，セコム，川口設計，九州電力，住友商事，
東京海上ホールディングス，日本電気，東日本旅客鉄道

官民競争入札等監理委員会事務局 4 ＪＦＥシステムズ，鹿島建設，世田谷サービス公社，日立製作所

情報通信政策研究所 2 ラック，東芝

管区行政評価局 4 ＲＫＢ毎日放送，グロリア，ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング，
みらい建設工業

地方総合通信局 3 ユアテック，伊予鉄道，四国電力送配電

消防庁 2 ＮＴＴデータ，モリタホールディングス

2

検察庁 2 ＬＩＴＡＬＩＣＯ，ユー・エム・シー・エレクトロニクス

223

大臣官房 17 ＡＮＡエアポートサービス，ＡＮＡテレマート，ＹＫＫ黒部広報グループ，ア
イ・アールジャパン，アシックス，アズクリエーション，サクセス・ＩＴ・コ
ンサルティング，ステラファーマ，ソニー，パーソルテンプスタッフ，パソ
ナ，あいち銀行，時事通信社，藤田観光，三井不動産，三菱電機フィナンシャ
ルソリューションズ，楽天野球団

総合外交政策局 12 ＡＬＳＯＫ，アビームコンサルティング，エイサイ・コミュニケーション，関
西電力，神戸製鋼所，中部電力，東京電力ホールディングス（２），日本電
気，日本原燃，日立製作所，三菱商事

アジア大洋州局 12 ＭｅｉｊｉＳｅｉｋａファルマ，ＳＧホールディングス，アンクルプランニン
グ，イオンモール，イオンリテール，みずほ銀行（２），りそな銀行，全日本
空輸，日本航空，三井住友銀行，三菱ふそうトラック・バス

北米局 6 ＳＵＢＡＲＵ，パナソニックエナジー，みずほ銀行，全日本空輸，東海旅客鉄
道，日本航空

欧州局 4 ＢＮＰパリバ・アセットマネジメント，パナソニック，全日本空輸，三菱電機

中東アフリカ局 6 エミレーツ航空会社，ホシザキ，中部電力パワーグリッド，豊田通商，三菱Ｕ
ＦＪ銀行，三菱商事

経済局 16 ＥＮＥＯＳ，ＫＤＤＩ，アステリグループ，セブン－イレブン・ジャパン，パ
シフィックコンサルタンツ，りそな銀行，近鉄グループホールディングス，住
友化学，双日テックイノベーション，日本電気（２），東日本旅客鉄道，富士
通（２），三井住友海上火災保険，三菱重工業

国際協力局 7 ＮＴＴ東日本，アイテックシステム，デロイトトーマツファイナンシャルアド
バイザリー，出光興産，国際航業，中部電力，三菱ＵＦＪ銀行

領事局 4 ＡＬＳＯＫ，ＪＡＬスカイ，ソフトバンク，三井住友海上火災保険

国際情報統括官 3 日本電気，富士通，三菱電機

総務省

法務省

外務省
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府省等　 　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

外務省
（続き）

在外公館 136 ＡＬＳＯＫ（５８），ＩＤ＆Ｅホールディングス，ＩＴＣアエロリーシング，
ＪＴＢグローバルマーケティング＆トラベル（２），ＫＰＭＧメキシコ，Ｌｅ
ＢａｒａｔｉｎＴｏｒｏｎｔｏ，ＰＴ．ＨａｒｓｏｎｏＤｗｉＤｉｇｄａｙａ
（ＨａｒｓｏｎｏＳｔｒａｔｅｇｉｃＣｏｎｓｕｌｔｉｎｇ），Ｓｅｒｖｉｌ
ａｍｉｎａＳｕｍｍｉｔＭｅｘｉｃａｎａＳ．ＡｄｅＣ．Ｖ．，ＴＢＷＡＨＡ
ＫＵＨＯＤＯ，ＴＥＩ，アイワット，アヴァンティスタッフ，アマゾンジャパ
ン，エイチ・アイ・エス，エヌエー・トラベルソリューション，コーエイリ
サーチ＆コンサルティング，スカパーＪＳＡＴ，セコム（３），テイケイ
（７），テクノシステム，デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザ
リー，デロイトトーマツベンチャーサポート，ブリヂストン（２），ヘイズ・
スペシャリスト・リクルートメント・ジャパン，ベリタス・コンサルティン
グ，ミリアルリゾートホテルズ，あいおいニッセイ同和損害保険，つちや旅
館，みずほ銀行，日本宝飾，伊藤忠商事，川崎汽船，教育情報サービス，現代
文化研究所，国際協力銀行，清水建設，住友商事（４），全日本空輸，双日，
千代田化工建設，東京海上ディーアール，東京海上日動火災保険，豊田通商，
日産自動車，日本電気（２），日本航空，日本総合研究所，日本たばこ産業，
農林中央金庫，野村證券，東日本旅客鉄道（２），日立建機，百五銀行，平川
商事，富士通（２），丸安産業，三井住友銀行（２），三菱ＵＦＪ銀行，三菱
商事（２），明治，楽天グループ

84

大臣官房 13 アフラック生命保険，みずほ銀行，りそな銀行，商工組合中央金庫，第一生命
保険，大和証券，電通，東京海上日動火災保険，日本電気，日本政策投資銀
行，日本たばこ産業，東日本旅客鉄道，三井住友信託銀行

主計局 2 損害保険ジャパン，三井住友銀行

理財局 16 ミツワ電機，人材育成オフィス，第一生命保険，東京短資，日本アイ・ビー・
エム，日本生命保険，日本相互証券，日本たばこ産業，野村證券，野村不動
産，三井住友銀行，三菱ＵＦＪ銀行，三菱ＵＦＪ信託銀行（３），三菱ＵＦＪ
モルガン・スタンレー証券

国際局 13 トヨタ自動車，みずほ銀行，りそな銀行，伊藤忠商事，国際協力銀行（２），
常陽銀行，日本生命保険，三井住友海上火災保険，三井住友銀行，三菱ＵＦＪ
銀行，明治安田生命保険（２）

地方財務局 22 ＮＴＴデータ，アクサ生命保険（２），プルデンシャル生命保険，ひいらぎ
シェアードサービス，伊東製作所，香川銀行，鹿児島銀行，熊本銀行，上津精
機製作所，三十三銀行，十六銀行，名古屋銀行，西日本シティ銀行，肥後銀
行，広島銀行，北洋銀行，北陸銀行，北國債権回収，三菱ＵＦＪインフォメー
ションテクノロジー，宮崎太陽銀行，明治安田生命保険

地方国税局 6 ＳＢＩアセットマネジメント，テレコメディア，リーディング・エッジ社，ゆ
うちょ銀行，三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券，三菱商事

財務総合政策研究所 12 ＮＴＴデータ，リベラグループ，住友生命保険，第一生命保険，大同生命保
険，西日本旅客鉄道，日本政策金融公庫，日本生命保険，野村證券，三井住友
銀行，明治安田生命保険，横浜銀行

55

大臣官房 5 アフェクト設計事務所，エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ，クラウド
ネイティブ，日本アイ・ビー・エム，富士通Ｊａｐａｎ

総合教育政策局 3 ＪＳＬＮ日本語学院，ＴＣＪグローバル，明光ネットワークジャパン

初等中等教育局 5 ＮＴＴ東日本，ＰｗＣコンサルティング，ダイワボウ情報システム，ベネッセ
教育総合研究所，富士通

高等教育局 1 富士電機ＩＴソリューション

科学技術・学術政策局 5 味の素，島津製作所，日立ハイテク，三菱電機，三菱電機先端技術総合研究所

研究振興局 10 塩野義製薬，島津製作所，第一三共，田辺三菱製薬，日本電気，日本特殊陶
業，日立製作所，富士通，三菱ＵＦＪ銀行，三菱ケミカル

研究開発局 12 ＩＨＩエアロスペース，パナソニック，鹿島建設，商船三井，東芝エネルギー
システムズ（２），日本電気，日立ＧＥニュークリア・エナジー，三菱重工業
（２），三菱電機，有人宇宙システム

国立教育政策研究所 2 Ｇｒｏｗｖａｌｃｏｍｐａｎｙ，かんぽ生命保険

科学技術・学術政策研究所 1 アクサ生命保険

スポーツ庁 8 ＪＴＢ，エイジェック（２），セントラルスポーツ，トヨタ自動車，近畿日本
ツーリスト，立飛プロパティマネジメント，美津濃

文化庁 3 シュン・トクラ・アンド・アソシエイツ，野村證券，文化財保存計画協会

財務省

文部科学省
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府省等　 　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

157

大臣官房 21 ＥＮＥＯＳ，ｈｏｍｅｃａｍｐ，ＪＴＢ（２），アイディーエー，エームサー
ビス，グローバルセキュリティエキスパート，シーキューブ，ジェイ・アイ・
エム，デンタルシステムズ，ニッセイ情報テクノロジー，パラメディック，ブ
レインズ・カンパニー，ワールドソフト・イーエス，京浜急行電鉄，日本生命
保険，日立コンサルティング，日立製作所，富士ソフト，三菱電機，桃谷順天
館

医政局 28 ＢＳＮアイネット，Ｈ．Ｕ．フロンティア，ＪＴＢ，ＴＯＰＰＡＮデジタル，
アイテック，アステラス製薬，アンビス，エームサービス，グローバルヘルス
コンサルティング・ジャパン，コニカミノルタ，シミック（２），スギ薬局，
タイミー，タニタ，テルモ，ノバルティスファーマ，ヤンセンファーマ，ライ
オン，ゆうホールディングス，りそな銀行，大塚製薬工場，京セラ，千寿製
薬，大鵬薬品工業，日本ベーリンガーインゲルハイム，日本生命保険，野村総
合研究所

健康・生活衛生局 17 ＢＩＰＲＯＧＹ，ＤＨＬサプライチェーン，ＭｅｉｊｉＳｅｉｋａファルマ，
アフラック生命保険，アルファシステムズ，コーエイリサーチ＆コンサルティ
ング，ジェットスター・ジャパン，ジョンソン・エンド・ジョンソン，データ
フォーシーズ，ノーベルファーマ，リクルートスタッフィング，扶桑社，桐井
製作所，島津製作所，日清食品，日本医療企画，富士フイルム

医薬局 4 ウィーメックス，医薬品情報センター，大塚電子，日本調剤

労働基準局 7 ＮＥＣソリューションイノベータ，アシスト，アフラック生命保険，トヨタ自
動車，リニカル，綜合警備保障，労働金庫連合会

職業安定局 3 ＳＧホールディングス，マーサージャパン，日本電気

雇用環境・均等局 12 ＣＩＪネクスト，ＳＧホールディングス，アデコ，アフラック生命保険，パー
ソルキャリア，ベネフィット・ワン，ワークポート，伊藤忠商事，全日本空
輸，大成建設，東京海上日動火災保険，明治

社会・援護局 3 エル・ティー・エス，ドワンゴ，パソナＨＲソリューション

老健局 11 ＳＯＭＰＯケア，エヌ・デーソフトウェア，シーエスアイ，セコム，パラマウ
ントベッド，ベネッセスタイルケア，朝日生命保険，豊田通商，東日本旅客鉄
道，三井住友海上火災保険，明治安田生命保険

保険局 20 ＮＳＷ，アフラック生命保険，ギガ，シーユーシー，ソフィアメディ（２），
データック，ベネフィット・ワン，ミサワホーム，あいおいニッセイ同和損害
保険，かんぽ生命保険，大塚製薬，大塚製薬工場，大原薬品工業，住友生命保
険，総合メディカル，日本経営，日本ソフトウェア，三井住友海上あいおい生
命保険，湧永製薬

年金局 4 日本インベスター・ソリューション・アンド・テクノロジー，日本生命保険，
三井住友信託銀行，三菱ＵＦＪ信託銀行

人材開発統括官 4 エイジェック，パナソニックオペレーショナルエクセレンス，伊藤園，日本航
空

政策統括官 16 Ｃｏｌｔテクノロジーサービス，ＳＶＰジャパン，エイジェック，クロスオー
バー，コンチネンタル・オートモーティブ，サイバーエージェント，ソニー生
命保険，メディセオ，大塚製薬，大和アセットマネジメント，東京瓦斯，東和
薬品，日本たばこ産業，日立製作所，三井住友海上火災保険，三菱電機

国立障害者リハビリテーションセン
ター

1 ダイオーミウラ

地方厚生局 6 シミック，みずほ信託銀行，日本生命保険（２），三井住友信託銀行，明治安
田生命保険

厚生労働省
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府省等　 　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

81

大臣官房 39 ＡＩＦＡＭアセットマネジメント，アビームコンサルティング，イオン，ヴイ
エムウェア，エームサービス，グローバル・パートナーズ・テクノロジー，ゼ
ブラ，テーブルマーク，テクノ・アイ，ハウス食品，フロッグキングスタジ
オ，ユニ・チャーム，リクルート，みずほ銀行，みずほフィナンシャルグルー
プ，味の素，岡谷鋼機，島津製作所，城北信用金庫，千趣会，大和ハウス工
業，東海東京フィナンシャル・ホールディングス，西日本電信電話，日清食
品，日本電気，日本マクドナルド，日本旅行，農林中央金庫，野村総合研究
所，富士通（２），不二家，本田技研工業，三井住友銀行，三菱ＵＦＪ銀行，
明治，明治安田生命保険，山崎製パン，山梨中央銀行

消費・安全局 5 ＡＮＡシステムズ，クミアイ化学工業，日清製粉，共立製薬，湧永製薬

輸出・国際局 9 ＡＮＡＣａｒｇｏ，イトーヨーカ堂，サントリーホールディングス，パン・パ
シフィック・インターナショナルホールディングス，伊藤園，伊藤忠商事，井
村屋グループ，国際協商，不二製油

農産局 5 エス・ディー・エスバイオテック，ニチレイフーズ，ぐるなび，日本通運，日
比谷花壇

畜産局 2 日本ハム，雪印メグミルク

経営局 2 エア・ウォーター，損害保険ジャパン

農村振興局 3 ＪＴＢ，ＮＴＴ東日本，農協観光

農林水産政策研究所 1 農林中金総合研究所

農林水産技術会議事務局 3 キッコーマン，プリマハム，日清オイリオグループ

地方農政局 10 スキャン・グローバル・ロジスティックス，スターゼン，パールライス宮城，
ヤマト運輸（２），一昇，昭和日タンマリンサービス，羽二重豆腐，本田技研
工業，由良海運

北海道農政事務所 1 アシスト

水産庁 1 マルハニチロ

481

大臣官房 10 ＳＧホールディングス，ジャパン・コンピュータ・テクノロジー，トランス・
コスモス，パナソニックオペレーショナルエクセレンス，ローソン，五洋建
設，電通，東邦銀行，日本アイ・ビー・エム，東日本旅客鉄道

経済産業政策局 16 ＨＲガバナンス・リーダーズ，オリックス，デロイトトーマツファイナンシャ
ルアドバイザリー，マーサージャパン，みずほ銀行，みずほフィナンシャルグ
ループ，出光興産，商工組合中央金庫，大和証券，竹中工務店，東京センチュ
リー，日本取引所グループ，日本政策投資銀行，日本たばこ産業，三菱ＵＦＪ
銀行，楽天グループ

通商政策局 21 ＩＨＩ，ＩＨＩ運搬機械，アイシン，エイチ・アイ・エス，オリエンタルコン
サルタンツグローバル，ソフトバンク，ダイキン工業，ヤマハ発動機，国際協
力銀行，住友商事，住友不動産，帝人フロンティア，豊田通商，日本貿易保
険，日本たばこ産業，野村證券，日立建機，三井住友海上火災保険，三井住友
銀行，明電舎，矢崎総業

貿易経済安全保障局 13 ＥＮＥＯＳ，ＭｅｉｊｉＳｅｉｋａファルマ，ＮＴＴドコモ，ジェイテクト，
みずほ銀行，伊藤忠商事，川崎重工業，住友商事グローバルリサーチ，浜松ホ
トニクス，本田技研工業，丸紅，三井物産，三菱商事

イノベーション・環境局 41 ＡＧＣ，ＩＨＩ，ＪＦＥスチール，ＴＯＴＯ，アビームコンサルティング，キ
オクシア，サントリー食品インターナショナル，セブン－イレブン・ジャパ
ン，ソニーグループ，ダイキン工業，テルモ，デロイトトーマツファイナン
シャルアドバイザリー，デロイトトーマツベンチャーサポート，ブリヂスト
ン，メルカリ，みずほリサーチ＆テクノロジーズ，りそな銀行，共立コン
ピューターサービス，出光興産，島津製作所，積水化学工業，大和証券
（２），東京瓦斯，東芝，東芝デジタルソリューションズ，東レ，日産自動
車，日本電気，日本取引所グループ，浜松ホトニクス，阪和興業，日立製作
所，富士通（２），三井住友信託銀行，三菱ＵＦＪ銀行（２），三菱ケミカ
ル，三菱電機，明電舎

経済産業省

農林水産省
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府省等　 　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

経済産業省
（続き）

製造産業局 19 ＤＩＣ，ＤＭＧ森精機，アーサー・ディ・リトル・ジャパン，サイバネットシ
ステム，デンソー，トヨタ自動車，パナソニックエナジー（２），みずほ銀
行，花王，西武信用金庫，全日空商事，東京海上日動火災保険，日本貿易保
険，日本能率協会コンサルティング，富士通，三菱ＵＦＪ銀行，三菱電機
（２）

商務情報政策局 49 ＥＹストラテジー・アンド・コンサルティング，ＪＴＢ，ＪＸ金属，ＫＤＤ
Ｉ，ＮＲＩセキュアテクノロジーズ，ＮＴＴ，ＮＴＴデータ（２），ＮＴＴ
データグループ，ＳＣＲＥＥＮホールディングス，ＳＧホールディングス，ア
イシン，キャンサースキャン，キリンホールディングス，コーセー，ジェー
シービー，セコム，セブン－イレブン・ジャパン，セントラルスポーツ，ソ
ニー・ミュージックエンタテインメント，デロイトトーマツファイナンシャル
アドバイザリー（２），トヨタ自動車，フジタ，プロテリアル，マッキン
ゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッド・ジャパン，マツダ，ヤマ
ト運輸，ラック，レゾナック，さくら情報システム，ふくおかフィナンシャル
グループ，りそな銀行，大塚製薬，近畿日本ツーリスト，塩野義製薬，島津製
作所，関彰商事，大日本印刷，大和ハウス工業，電源開発，東急，日本電気，
富士フィルム，三井住友銀行（２），三菱ＵＦＪ銀行，三菱商事，三菱電機

電力・ガス取引監視等委員会事務局 3 Ａ．Ｔ．カーニー，構造計画研究所，三菱ＵＦＪ銀行

地方経済産業局 17 りそな銀行，秋田県信用組合，穴吹興産，池田泉州銀行（２），大倉工業，岐
阜信用金庫，埼玉りそな銀行，荘内銀行，城南信用金庫，西武信用金庫，第四
北越銀行，長野信用金庫，西尾信用金庫，東日本旅客鉄道，姫路信用金庫，武
陽ガス

地方産業保安監督部 2 大丸エナウィン，東日本旅客鉄道

資源エネルギー庁 34 ＥＮＥＯＳ，ＩＨＩ（２），ＪＦＥエンジニアリング，ＬＩＸＩＬ，アイシ
ン，アズビル，デロイトトーマツリスクアドバイザリー，パナソニック，ブリ
ヂストン，みずほ銀行（２），伊藤忠商事，大阪瓦斯，川崎重工業，商船三
井，積水化学工業，石油資源開発，千代田化工建設，東京瓦斯，東京パワーテ
クノロジー，東双不動産管理，東邦瓦斯，日揮，日本貿易保険，日本政策投資
銀行，日立製作所，北海道電力，本田技研工業，三井住友銀行，三菱ＵＦＪ銀
行，三菱重工業（２），三菱総合研究所
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府省等　 　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

経済産業省
（続き）

特許庁

中小企業庁 19 ＤＥＶＬＯＸ，ＪＴＢ，デロイトトーマツリスクアドバイザリー，パーソルビ
ジネスプロセスデザイン，きらぼし銀行，りそな銀行，川崎重工業，商工組合
中央金庫（２），西武信用金庫（３），多摩信用金庫，東京海上日動火災保
険，東京中小企業投資育成，東京東信用金庫，日本アイ・ビー・エム，広島銀
行，船井総合研究所

237 ＡＧＣ，ＡＩＲＩ，ＢｉＰＳＥＥ，ＣｒｏｗｄＣｈｅｍ，ＤＩＣ，ＨＯＹＡ，
ＩＨＩエアロスペース，ＩＨＩ原動機，ＩＬＳ，ＪＦＥスチール，ＪＶＣケン
ウッド（２），ＬＩＮＥヤフー，ＮＥＣソリューションイノベータ，ＮＥＣプ
ラットフォームズ，ＮＥＴＺＳＣＨＪａｐａｎ，ＮｅｘｐｅｒｉａＢ．Ｖ．，
ＮＴＮ，ＮＴＴデータ，ＮＴＴテクノクロス（２），ＯＫＩソフトウェア，Ｐ
ＯＣクリニカルリサーチ，ｓａｎｔｅｃＨｏｌｄｉｎｇｓ，ＳＣＳＫ，ＴＥＣ
ｏｎｎｅｃｔｉｖｉｔｙＪａｐａｎ，ＴＯＰＰＡＮホールディングス，ＴＶＳ
ＲＥＧＺＡ，ＵＢＥ，アシックス，アジレント・テクノロジー，アスタミュー
ゼ，アドバンテスト，アルバイオ，アルプスアルパイン，アンリツ，インテグ
リカルチャー，インフィニオンテクノロジーズイノベイツ，ウエスタンデジタ
ルテクノロジーズ，エイツ・イン・ラボ，エム・イー・エム・シー，エリクソ
ン・ジャパン，オプテック，オムロン，オリエンタル白石，オリンパス
（２），オンコリスバイオファーマ，オン・セミコンダクター・ホールディン
グス，カネボウ化粧品，キヤノン（３），キヤノンファインテックニスカ，ク
リエイト，ケー・デー・シー，コニカミノルタ（３），コニカミノルタフォト
イメージング，サンスター，サンスター技研，サンデン（２），ジーンケア研
究所，ジェイ・ディー・パワージャパン，シチズン時計マニュファクチャリン
グ，シャープ（２），シャープＩＰインフィニティ，ジヤトコ，ジャパンディ
スプレイ，シンジーテック，ジンズ，スズキ，スタンレー電気，セイコーＮＰ
Ｃ，セイコーインスツル，セガ，セコム（３），セメダイン，ソニー（７），
タマノイ酢，ティアック，ディーエイチシー，ティラド，デクセリアルズ，テ
クノプロ，テルモ（２），デンソーテン，トーキン，トーメーコーポレーショ
ン，トヨタ自動車，ドワンゴ，ナトコ，ニコン，ニチアス，ネグロス電工，
ネットス，ノキアソリューションズ＆ネットワークス（２），ノバルティス
ファーマ，バーズ情報科学研究所，パーソルクロステクノロジー，パスコ，パ
ソナグループ，パテントオンラインサーチ（２），パナソニックコネクト，バ
ンダイナムコエンターテインメント，ビクターエンタテインメント，ファイ
ザー，マイクロンメモリジャパン，マルハニチロ，マレリ，マン・ウント・フ
ンメル・ジャパン，ミツバ，メディアロジック，メドレックス，メルク，ヤマ
ハ，リケン，リコー，リョーサン，ルネサスエレクトロニクス（１３），みら
い知的財産技術研究所，曙ブレーキ工業（３），旭化成，旭化成パックス，有
沢製作所，岡村製作所，花王，関東化学，技術トランスフアーサービス
（３），京セラ（４），京セラドキュメントソリューションズ，協立化学産
業，呉竹，黒門工芸，小林香料，島津製作所，昭和システムエンジニアリン
グ，新菱冷熱工業，水道機工，住友ベークライト，積水メディカル，先端生命
科学研究所，綜研化学，武田薬品工業，中外炉工業，司冠栄製作所，帝人
ファーマ，東芝（２），東芝テクニカルサービスインターナショナル，東芝デ
バイス＆ストレージ，東芝プラントシステム，東レ，東和化成工業所，特種東
海製紙，西川，西松建設，日機装，日産自動車，日鉄マイクロメタル，日本製
鉄，日本電気（４），日本電信電話（３），日本フイルコン，日本ＮＣＲ，日
本航空電子工業，日本精工，日本テラデータ，日本ヒューレット・パッカー
ド，羽野製作所，半導体エネルギー研究所，日立製作所（５），日立ソリュー
ションズ・テクノロジー，富士通（５），富士通テクノリサーチ，富士通テレ
コムネットワークス，富士電機，富士フイルムビジネスイノベーション，富士
フイルムヘルスケアマニュファクチャリング，富士レビオ，古河電気工業，北
斗科学産業，堀場製作所，三菱重工業（２），三菱電機（２），三菱ふそうト
ラック・バス，三菱マテリアル，未来創薬研究所，村田製作所
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府省等　 　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

382

大臣官房 12 ＡＮＡ関西空港，ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研，大林組，近畿日本鉄道，京
王電鉄，京浜急行電鉄，原燃輸送，綜合警備保障，中部国際空港，西日本高速
道路，東日本高速道路，北海道建設業信用保証

総合政策局 53 ＡＱＧｒｏｕｐ，ＧｅｎＺ，ＩＨＩ，ＩＨＩインフラシステム，ＪＡＬＵＸ，
ＪＦＥエンジニアリング，ＪＲ東日本情報システム，ＫＤＤＩ（２），ＫＩＢ
Ｏ，ＬＩＮＥヤフー，ＮＥＣネッツエスアイ，ＰｗＣコンサルティング
（２），ＳＧホールディングス，ＷｉｌｌＳｍａｒｔ，アイシン，オープン
ワーク，オムロンソーシアルソリューションズ，サイバー大学，ゼンリン，ソ
フトバンク，ドリームＩＴ研究所，バンダイナムコエンターテインメント，フ
ジタ，マツダ，ミネベアミツミ，ヤマト運輸，リクルート，神奈川中央交通，
関西電力，九州電力，京成電鉄，清水建設，全日空商事，鉄建建設，東急建
設，東京瓦斯，東芝インフラシステムズ，名古屋鉄道，西日本電信電話，西日
本旅客鉄道，日本空港ビルデング，日本航空，東日本旅客鉄道，日立製作所，
富士通，北海道旅客鉄道，前田建設工業，松井証券，三井住友カード，三井住
友海上火災保険，三菱ＵＦＪインフォメーションテクノロジー

国土政策局 1 ＬＩＦＵＬＬ

不動産・建設経済局 31 ＥＹストラテジー・アンド・コンサルティング，ＬＩＦＵＬＬ，ＮＴＴデー
タ，アットホーム，エー・ディー・ワークス，クリアル，シービーアール
イー，スターツコーポレーション，ゼンリン，パナソニックホームズ，フー
ジャースホールディングス，みずほ銀行，みずほ信託銀行，青山財産ネット
ワークス，旭化成ホームズ，積水ハウス，大和ハウス工業，大和不動産鑑定，
竹中工務店，東急不動産，西日本建設業保証，日本政策投資銀行，日本郵便，
長谷工コーポレーション，東日本建設業保証，東日本高速道路，東日本旅客鉄
道，日立ソリューションズ，前田建設工業，三井住友信託銀行，三菱ＵＦＪ信
託銀行

都市局 22 ＳＢＩ新生銀行，アール・アイ・エー，イオンモール，ゼンリン，関西電力，
近鉄不動産，首都高速道路，住友不動産，竹中工務店，中央日本土地建物，東
急不動産，東京建物，西日本旅客鉄道，日鉄興和不動産，日本生命保険，野村
不動産，阪急阪神ホールディングス，東日本旅客鉄道，三井不動産，三菱地
所，森ビル（２）

水管理・国土保全局 8 ＵＡＣＪ，構造計画研究所，綜合警備保障，大成建設，東亜グラウト工業，東
海旅客鉄道，西日本旅客鉄道，東日本旅客鉄道

道路局 13 タイムズ２４，首都高速道路，東海旅客鉄道，中日本高速道路（２），西日本
高速道路（３），阪神高速道路（２），東日本高速道路（２），三井住友信託
銀行

住宅局 34 ＬＩＦＵＬＬ，ＬＩＸＩＬ，ＹＫＫＡＰ，アンドパッド，イオンタウン，オ
リックス・クレジット，カチタス，スターツＣＡＭ，ダイキン工業，フジテッ
ク，ポラス，ミサワホーム，リクルート（２），旭化成ホームズ，大阪ガス
マーケティング，関西電力，住友林業，積水化学工業（２），積水ハウス，相
鉄アーバンクリエイツ，相鉄ホールディングス，大東建託，大和ハウス工業
（２），竹中工務店，東栄住宅，東急リバブル，日本設計，長谷工コミュニ
ティ，日立ビルシステム，三井住友トラスト不動産，三井ホーム

鉄道局 22 みずほ銀行，川崎車両，京三製作所（２），京阪電気鉄道，京浜急行電鉄，西
武鉄道，東海旅客鉄道，東急，東京地下鉄（４），東武鉄道（２），西日本旅
客鉄道，日本政策投資銀行，東日本旅客鉄道（２），日立製作所（２），三菱
電機

物流・自動車局 21 ＡＮＡＣａｒｇｏ，Ｆ－ＬＩＮＥ，ＮＥＣソリューションイノベータ，ＮＴＴ
データ，ＳＧホールディングス，デンソー，トヨタ自動車，ヤマト運輸，ロジ
スティード，矢崎部品，国際興業，東洋システム開発，南海バス，日新，日清
食品，日本通運，日本貨物鉄道，野村不動産，三菱商事ロジスティクス，三菱
倉庫，日本パレットレンタル

海事局 4 ＪＴＢ，日本サルヴヱージ，出光興産，愛媛銀行

港湾局 2 日立製作所，三井Ｅ＆Ｓ

航空局 46 ＢＯＵＮＤＡＲＹＧＲＯＵＰ，ＩＨＩ，ＪＡＬエンジニアリング（２），ＪＴ
Ｂ，ＫＤＤＩ，ＮＴＴデータ（２），エアアジア・ジャパン，エアロトヨタ，
スカパーＪＳＡＴ，デルタ航空，ヤマハ発動機，みずほ銀行，川崎重工業，関
西エアポート，全日本空輸（８），綜合警備保障，日本電気（３），日本貨物
航空（３），日本空港ビルデング，日本航空（１１），日本トランスオーシャ
ン航空，三菱ＵＦＪ信託銀行，三菱地所

国土交通政策研究所 3 ＫＣＰ地球市民日本語学校，シトリックス・システムズ・ジャパン，パシ
フィックコンサルタンツ

国土技術政策総合研究所 5 中日本高速道路，阪神高速道路，本州四国連絡高速道路（３）

地方整備局 35 ポラス，四国電力，首都高速道路（３），東京地下鉄，東北電力ネットワー
ク，中日本高速道路（５），西日本高速道路（６），西日本旅客鉄道，阪神高
速道路，東日本高速道路（７），東日本旅客鉄道（２），本州四国連絡高速道
路（４），三井倉庫，横浜港埠頭

北海道開発局 1 東日本高速道路

国土交通省
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府省等　 　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

国土交通省
（続き）

地方運輸局 3 ＪＴＢ，富山地方鉄道，集楽園

地方航空局 7 ＰｅａｃｈＡｖｉａｔｉｏｎ，エアアジア・ジャパン，ジェイエア，ジェット
スター・ジャパン，全日本空輸，日本航空（２）

観光庁 53 ＡＮＡＸ，ＩＮＣＬＵＳＩＶＥ，ＪＲ西日本コミュニケーションズ，ＪＴＢ
（４），ＮＴＴドコモ，ＳＧホールディングス，ＴＯＰＰＡＮ，ＴＯＴＯ，Ｗ
ＩＬＬＥＲＥＸＰＲＥＳＳ，エイチ・アイ・エス（２），エムケイ，オリエン
タルコンサルタンツ，オリックス不動産，クラブツーリズム，ケー・アンド・
エル，デロイトトーマツコンサルティング，パソナ，バリューマネジメント，
プリンスホテル，ヤマト運輸，リゾートトラスト，ロボット，川崎重工業，近
畿日本ツーリスト，京成電鉄，京浜急行電鉄，鴻池運輸，五洋建設，新日本海
フェリー，第一交通産業，大日本ダイヤコンサルタント，東海旅客鉄道，東急
コミュニティー，東急総合研究所，東武鉄道，東武トップツアーズ，成田国際
空港，西日本旅客鉄道，日本空港ビルデング，日本航空（２），日本郵便，日
本旅行，農協観光，野村不動産，東日本旅客鉄道，福山通運，三井住友信託銀
行，横浜国際平和会議場

運輸安全委員会 6 ヤンマーパワーテクノロジー，京三製作所，相模鉄道，日本貨物鉄道，東日本
旅客鉄道，日立製作所

452

大臣官房 41 ＳＧホールディングス，ＳＭＢＣ日興證券，アクセンチュア，キヤノン，コネ
クト，コムチュア，サニックス，シナネンホールディングス，セブン－イレブ
ン・ジャパン，ヒルトン・リゾーツ・マーケティング・コーポレーション，マ
ルハニチロ，ヤマト運輸，リコー（２），きらぼし銀行，愛媛銀行，大阪瓦
斯，大塚商会，大塚製薬，岐阜信用金庫，島津製作所，積水化学工業，損害保
険ジャパン，大正製薬，東急不動産，東京海上ディーアール，東京久栄，栃木
銀行，西松建設，日本生命保険，日立製作所，広島銀行，藤木工務店，富士
通，北陸銀行，北陸電力，丸紅，三井住友銀行，三菱ＵＦＪ信託銀行，三菱自
動車工業，明電舎

地球環境局 47 ＩＨＩ，ＪＦＥエンジニアリング，ＪＦＥスチール，ＬＩＸＩＬ，ＮＴＴドコ
モ（２），アズビル，イオンリテール，エア・ウォーター，エイチ・アイ・エ
ス，エイト日本技術開発，エックス都市研究所，カナデビア，ダイキン工業
（２），トランス・コスモス，ニチハ，パシフィックコンサルタンツ，パナソ
ニック，パナソニックホールディングス，ライオン，リコージャパン，いで
あ，旭化成ホームズ，宇宙技術開発，大阪瓦斯，鴻池組，損害保険ジャパン，
大成建設，太平洋セメント，大和証券，竹中工務店，中央復建コンサルタン
ツ，東京海上日動火災保険，東京瓦斯，東芝，東邦瓦斯，豊田合成，東日本旅
客鉄道，北海道瓦斯，前川製作所，丸紅，三井住友海上火災保険，三井住友信
託銀行，三菱ケミカル，三菱重工環境・化学エンジニアリング，楽天グループ

水・大気環境局 16 ＮＩＰＰＯＮＥＸＰＲＥＳＳホールディングス，アサヒグループジャパン，パ
ナソニックオペレーショナルエクセレンス，リオン，日本オイルエンジニアリ
ング，旭化成，大林組，環境管理センター，鴻池組，興和，島津製作所，第一
環境，大成建設，東海旅客鉄道，日本地下水開発，三菱電機

自然環境局 10 ＪＴＢ，アサヒグループジャパン，アビームコンサルティング，キッズプロ
モーション，ゴールドウイン，みやむら動物病院，生態計画研究所，日本航
空，日本旅行，三井住友海上火災保険

環境再生・資源循環局 59 Ｊ＆Ｔ環境，ＪＥＴ，ＪＦＥエンジニアリング，ＪＴＢ，ＳＨＩＦＴ，ＴＯＰ
ＰＡＮ，ＵＡＣＪ（２），ＪＸ金属製錬，オオノ開發，アジア航測，イオン，
エフピコ，オーイズミ・アミュージオ，カナデビア（３），グーン，クボタ
（２），クリタス，サントリーホールディングス，ダイオーエンジニアリン
グ，タケエイ，ハードオフファミリー，マーケットエンタープライズ，リマ
テックホールディングス，ルネサスエレクトロニクス，レスター，飯館バイオ
パートナーズ，市川環境エンジニアリング，加藤商事，川崎重工業，首都高速
道路，神鋼環境ソリューション，全日本空輸，大栄環境，大日本印刷，太平洋
セメント（２），中間貯蔵・環境安全事業（２），中高年事業団やまて企業組
合，東京電力ホールディングス，東和科学，富山環境整備，豊田通商，浪速技
研コンサルタント，日清食品ホールディングス，日鉄エンジニアリング，日本
紙パルプ商事，日本政策投資銀行，浜田，不動産鑑定士海老沼事務所，本田技
研工業，前田建設工業，三井住友銀行，三菱マテリアル，三光

環境省
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府省等　 　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

環境省
（続き）

地方環境事務所 229

原子力規制庁 42 ＭＨＩＮＳエンジニアリング（２），ＹＤＫテクノロジーズ，オリンパス，ク
リハラント，ジャパンディスプレイ，テクノ中部，テレビ朝日，曙ブレーキ工
業，味の素，応用地質，関西電力（２），九電産業，検査開発，原子力エンジ
ニアリング，佐藤工業，清水建設，竹中工務店（２），東京電力ホールディン
グス（２），東芝（５），東芝テクニカルサービスインターナショナル，東芝
デジタルソリューションズ，東洋エンジニアリング，日本アイ・ビー・エム，
日本原子力発電，日本原子力防護システム，日本原燃（２），日立製作所
（２），北陸電力，三菱重工業（２），三菱商事，森永乳業

原子力安全人材育成センター 8 ＢＷＲ運転訓練センター，九電産業，四国電力，東京電力ホールディングス
（３），東芝，日本原子力発電

ａｌｌｙｏｕｒａｂｉｌｉｔｙ，ＡＬＳＯＫ宮城，ＥＡＲＴＨＳＨＩＥＬＤ，
ＦＵＬＬラインナップテクニカル，ＪＦＥ環境テクノロジー，ＪＴＢ，ＪＴ
Ｅ，ＫＡＮＳＯテクノス，ＬＩＸＩＬ，ＭａｍｍｕｔＳｐｏｒｔｓＧｒｏｕｐ
Ｊａｐａｎ，ＮＴＴ東日本，ＳＭＢＣ日興証券，ＳｏｌｖｅＨＲ，ライヴ環境
計画，アーバン設計，アイ・ディー・エー（７），アクティオ，アジア航測，
アシスト（２），アスピダ，アトックス，アミタ，アルピコ交通，アルファイ
ンタナショナルサービスコーポレーション，アルプスアルパイン，アンフィ
ニ，イオンリテール，イビデングリーンテック，ヴィアトリス製薬，ウィズ・
クリタ，エイト日本技術開発，エレコン，オオバ，オズペック，キューピット
バレイ，クラウド，クリタス，グローバルスタイル（２），ケイアイコーポ
レーション，ケーズ企画，コカ・コーラボトラーズジャパン，コダマ，ジース
タッフ，システム創建，ジヤトコ，ショウエイ電設，スタッフサービス
（２），スマートエナジー，セキスイハイム東北（３），セコムトセック，セ
プト，テクノコム，テクノ中部（２），テスコ，デロイトトーマツテレワーク
センター，ナノックス，ニチイ学館，パイオニア，ハイテックレジン，パソナ
（４），パナソニック（２），ハムリー，フーン，ブルドックソース，ベルカ
ディア，ポルテック，メイホーエンジニアリング，メガエンジニアリング，ユ
ウベル，リクルートスタッフィング（２），そごう・西武，たいよう共済，阿
寒共立土建，岡山村田製作所，北芝電機，島嶼生物研究所，東日本住宅管理，
綿半ソリューションズ，会津燃料，青バラ運輸，旭化成アドバンス，王子木材
緑化，大木建設，大阪瓦斯，岡山シティエフエム，小川電機，花王カスタマー
マーケティング，学童保育ゆめみらい，鹿島建設，環境エネルギー総合研究
所，関西電力（２），関東礦油，基礎地盤コンサルタンツ，北日本石油，九州
開発エンジニヤリング，九州電力，共進調査設計，京セラ，共同エンジニアリ
ング，熊井動物病院，憲工業，原電エンジニアリング，後藤組，五洋建設，西
部瓦斯，佐々木組，里山環境研究センター，三共油化工業，三洋設備，四国ガ
ス，四国電力（２），篠田，四門，十文字企画，首都高速道路，荘内銀行，常
磐開発（２），常磐興産，知床グランドホテル，仙台ガスサービス，大東カカ
オ，大豊建設，大丸，大丸松坂屋百貨店，地質基礎，中間貯蔵・環境安全事業
（５），中立電機，長治観光，千代田テクノル，東京海上日動火災保険
（２），東京建設コンサルタント，東京電力パワーグリッド，東京電力ホール
ディングス（９），東京パワーテクノロジー（９），東建工営（２），東光園
緑化，東邦瓦斯，東邦銀行，東北銀行，道路建設コンサルタント，東和テクノ
ロジー，都市ぷろ計画事務所，戸邊建設，内外テック，日研トータルソーシン
グ，日成ビルド工業，日特建設，日本検査，日本原燃，日本システム企画，八
十二銀行，東日本高速道路，肥後銀行，久工業所，日乃本建設，平野動物病
院，福島ＬＩＸＩＬ製作所，福島クリエイト，福島日石，福島放送，福浜大一
建設，福家ホーム，富士ソフトサービスビューロ，富士通，富士通アイソテッ
ク，扶桑（３），古川コンサルタント，宝幸，北陸電力（２），北海道エア
ポート，北海道瓦斯，北海道電力（２），増子測量設計事務所，丸善雄松堂，
丸立渡辺組，三井住友信託銀行，三菱地所コミュニティ，森エンジニアリン
グ，野生鳥獣対策連携センター，八幡印刷，横河マニュファクチャリング，両
備ホールディングス，日本エアコミューター
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府省等　 　受入部局 受入者数
（単位：人）

受入者の出身民間企業（（）内は受入者数）

防衛省 26

大臣官房 1 ＳＧホールディングス

防衛政策局 6 Ｋ．Ｄファイナンシャル，ＮＴＴドコモ，キヤノン，セーバーディシジョンテ
クノロジーズインターナショナルエルエルシー，本田技術研究所，海外通信・
放送・郵便事業支援機構

整備計画局 9 ＮＴＴアドバンステクノロジ，ＮＴＴテクノクロスサービス，キヤノンＩＴソ
リューションズ，トレンドマイクロ，ラック，リクルート，リコーＩＴソ
リューションズ，協和キリン，日本電気

人事教育局 1 住友生命保険

防衛装備庁 9 ＦａｉｒｙＤｅｖｉｃｅｓ，ｉＫａｌａＪａｐａｎ，ＪａｐａｎＮｅｘｕｓＩ
ｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ，ＪＭＵディフェンスシステムズ，インテージテクノ
スフィア，オリンパス，日経ビーピー，日本郵船，日本航空

11

事務総長官房 5 キューバリュー，第一生命保険（２），日本アイ・ビー・エム，三井金属エン
ジニアリング

第１局 2 みずほリサーチ＆テクノロジーズ，野村総合研究所

第２局 1 ｃｕｒｉｏｌａｂ

第３局 1 首都高速道路

第５局 2 第一生命保険，三菱ＵＦＪ銀行

7

事務総局 4 ＮＥＣソリューションイノベータ，ＮＥＣネクサソリューションズ，ＮＴＴ
データグループ，アクセンチュア

人材局
3

オフィスエスステップ，パナソニックオペレーショナルエクセレンス，東日本
旅客鉄道

会計検査院

人事院

※令和６年以前の調査で回答された職員の出身民間企業名については令和６年10月１日時点の、令和７年調査で回答された職員の出身民間企業名につ
いては令和７年10月１日時点の名称で原則として掲載をしているため、最新の名称と異なる可能性がある。
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（ 参 考 ）

採用昇任等基本方針（抄） 

平成26年６月24日 

閣 議 決 定 

６ 人事交流等の推進 

（３）官民の人材交流に関する指針

官民を超えた有為な人材の登用、職員の意識改革、人材の育成、行政運営

の活性化等の観点とともに、公務部門で培ってきた知識経験の民間等他の分

野での活用等の観点から、官民人事交流制度、休職制度等を積極的に活用し、

幅広い分野における多様な人材について、「官から民」、「民から官」の双方

向の交流の拡充を図る。 

内閣府官民人材交流センターは、官民の人材交流の円滑な実施のための支

援として、関係機関と密接に連携して、官民の人材交流の実施に関する情報

提供等や関連する制度等に関する広報・啓発活動を行うものとする。 

ア 官から民への交流

多様な勤務の経験を通じて自らの視野及び知識経験の幅を広げること

が重要であるとの観点から、幹部候補育成課程対象者をはじめとする行

政運営における重要な役割を担うことが期待される職員を中心に、多様

で有為な人材を交流の対象とするものとする。 

また、公務部門で培ってきた知識経験を民間等他の分野で活用すると

いう観点からは、民間のニーズ等も踏まえ、適切な職員を交流の対象と

するものとする。 

イ 民から官への交流

複雑・専門化する行政課題への対応、行政運営の活性化等を図る観点

から、積極的に交流を行うものとする。この際、民間から採用した職員

の知識経験を十全に活用できるよう、適切な配置及び処遇に努めるもの

とする。 

ウ 適切な運用の確保

官民の人材交流に当たっては、職務の特殊性等を踏まえ、官民癒着等

の懸念が生じないよう、制度を的確に運用するものとする。 

また、民間の知見を幅広く公務に取り入れる観点から、人材交流の対

象の多様化に努めるものとする。 
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